
平成24年度（対23年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 24 5 17

部局名 安全環境部 所属名 環境保全課 所属長名 鈴木　恵佐夫 電 話 483-1151 内線3210

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 3675 事務事業名称 環境保全総合事業 短縮コード 経常 臨時3675 3676

予算区分 会計 01 一般会計 款 04 衛生費 01 保健衛生費 目 04 公害対策費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

八千代市環境基本条例，八千代市公害防止条例，八千代市環境審議会規則，習志野市・八千代市環
境保全連絡会議設置要綱，八千代市モニター制度に関する規則，八千代市環境保全計画推進会議設
置要領，八千代市開発事業指導要綱，八千代市環境保全計画

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

①昭和４７年３月市民生活において公害等のない住みよいまちづくり，公害等を含む生活環境・自然環境に対する理解を深めてもらうために始めた。(環境白書）②昭和
５９年印旛沼の水質浄化を推進し，印旛沼周辺地域の環境保全計画に資するために設置した。(印旛沼環境基金，印旛沼水質保全協議会）③平成１１年４月習志野市及び
八千代市の区域に及ぶ，公害の発生を未然に防止し，環境保全対策を効果的に推進していくことを目的とする。(習志野市・八千代市環境保全連絡会議）④昭和61年度環
境の影響に配慮した開発事業が行われるように策定した。(開発行為協議）⑤平成7年度環境基本法(平成5年)及び千葉県環境基本条例(平成7年)が制定されたことに伴い
,公害防止協定から環境保全を理念に据えた環境保全協定に切り替えた。(環境保全協定）⑥昭和47年6月公害対策基本法(昭和42年法律第132号)第30条の規定に基づき,八
千代市公害防止条例(昭和47年)第11条により市の公害対策に関する基本的事項を調査審議させる等の為,市長の諮問機関として設置した。平成5年11月の環境基本法制定
に伴い,八千代市環境基本条例(平成10年)により八千代市公害対策審議会から八千代市環境審議会に名称を変更した。(環境審議会）

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

①八千代市の環境の状況，環境の保全に関する施策の実施状況や環境に関するデータ等を取りまとめ，冊子の作成とホームページに掲載し，市民
等に八千代市の環境について広く公表する。　②流域の環境調査，水辺の風景画コンクール等による環境保全についての啓発活動，印旛沼水質保
全協議会及び（財）印旛沼環境基金の理事会，課長会議等への出席　③環境保全に関する調査研究及び情報交換　④八千代市開発事業指導要綱に
基づく開発事業への指導　⑤環境審議会の開催　

①八千代市の環境（環境白書）発行事業→市民，事業者　②印旛沼水質保全協議会・（財）印旛沼環境基金への参画事業→印旛沼の環境保全　③
習志野市・八千代市環境保全連絡会議運営事業→両市の担当職員　④八千代市開発指導要綱に基づく環境保全事前協議事業→八千代市開発指導　
⑤環境審議会→市民，事業者　⑥環境モニター→市民（平成２３年度末で廃止）　⑦八千代市環境保全計画の実施→市職員，市民

①八千代市の環境の状況，環境の保全に関する施策の実施状況や環境に関するデータ等を取りまとめ，冊子にして発行し，市民等に八千代市の環
境について広く公表した。②流域の環境調査・水質保全活動，水辺の風景画コンクール等による環境保全についての啓発活動，（財）印旛沼環境
基金の理事会，課長会議等への出席　③環境保全に関する調査研究及び情報交換　④八千代市開発事業指導要綱に基づく開発事業への指導　⑤環
境審議会の開催　⑥環境モニターの委嘱状交付式及び市の環境行政に対する意見等の報告，清掃センター，ふれあいプラザ見学に参加。

①市民及び事業者に対し，八千代市の生活環境や自然環境について理解を深めてもらう。　②八千代市を含む広域的な環境を保全する。　③両市
の環境行政の協働、知識の向上　④開発の事前協議により，環境影響に配慮した開発事業が行われるよう指導する。　⑤環境保全計画に関するこ
と，環境の保全に関する基本事項を諮問する。

入力対象外

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

ねらい（上位施策の
意図）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ６本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

　小　項　目

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

・事業開始当初の環境問題は,産業型公害が主であったが,現在は自動車
の排出ガスによる大気汚染や生活排水による水質汚濁といった日常の生
活に起因する都市生活型公害など多岐にわたっている。
・環境全般に対する市民意識の向上。
・今後,ますます多様な環境問題の発生が予想される。
・平成２４年度から環境保全総合事業は環境保全総務事業へ組替えた。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 ～ 計 画 事 業 費

２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

03

01

01

01

04

01

99

193,274 196,400 192,884 199,500

1,326 1,323 1,320 1,323

12 12 12 12

400 150 100 100

6 3 3 2

400 150 100 100

1 1 0 0

人

人

冊

人

日

冊

件

第３章環境共生都市をめざして

第１節環境との共生・保全

1．生活環境

 

(1)環境保全対策の推進

(4)環境状況の情報提供

①環境保全計画の推進

環境状況の情報提供(細項目なし)

市民

市の職員数

市民及び事業所代表者数

発行部数

環境審議会・環境保全計画推進会議の開催日数

発行部数

環境審議会への諮問件数

※平成24年度に計画していること:

※平成23年度に実際に行ったこと:

千円



２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

環境審議会委員8名分報酬　262
千円、臨時的任用職員賃金　
1023千円、環境保全計画推進会
議委員7名分謝金　42千円、｢八
千代市の環境｣印刷製本費　328
千円

環境審議会委員12名分報酬　
85千円、臨時的任用職員賃金
　1219千円、環境保全計画推
進会議委員8名分謝金　97千
円

環境審議会委員12名分報酬　85
千円、臨時的任用職員賃金　
1219千円、環境保全計画推進会
議委員8名分謝金　97千円

平成24年度から新規事業とし
て組替えたため。

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

再任用職員及び臨時的任用職員等
の活用

ＩＴ化等の業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

1,789 2,100 2,100 0

コード 事務事業名称 環境保全総合事業 所属名 環境保全課

10,643.4 25,887 6,092.8 0

12,432.4 27,987 8,192.8 0

　事業内容が，複数の施策にまたがり，結び付きが複雑になっていたことから見直しの余地が
あった。
　平成２４年度より，第４次総合計画の施策体系にあわせ，事務事業の見直しを行った。

目的を達成する為，今後も継続していく。

市民生活の環境に関わることであり，事業活動に直接的な利害関係を有しない者（市）が主導
すべきものであり，その内容は公共性が高く民営化になじまない。

事業内容が，第４次総合計画の複数の施策に結び付くなど複雑になっていたことから「対象」
・「意図」の見直しが必要となっていた。
　平成２４年度より，第４次総合計画の施策体系にあわせ，対象・意図の見直しを行った。

各種協議会等への参加、審議会の運営など、業務の性質上民間委託での対応は困難であり，委
託等による成果の向上や経費の削減を図ることは難しい。

3675



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
評
価

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 3675 事務事業名称 環境保全総合事業 所属名 環境保全課

１　印旛沼の水質改善については広域的なものであることから，他団体と協議を図りながら
，これまで通り進める。
２　市民に対しては，環境白書の発行等により本市環境行政に対する理解を深めてもらうと
ともに，審議会等においては市民の参加と市民意識の反映を図る。
３　環境モニター制度に替わるものとして，環境学習及びイベント時におけるアンケート調
査の実施によって，身近な環境問題の情報収集，環境行政に関する提言の受け入れ等を行い
，市の環境行政に関する情報を広く収集及び聴取していく。
なお，平成２４年度から環境保全総合事業は環境保全総務事業へ組替えた。
　

経費については不変であるが，成果は向上傾向にある。今後，継続的に事業
を推進し，さらなる成果向上を図る。

・内容を分かりやすいものにしてもらいたい。
・産業型公害社会から、環境に配慮したライフスタイルの確立や、循環型社会の構築へと移行させることが、より一層必要である。
・第２次環境保全計画の着実な推進

本事業は，本市環境基本条例に基づく諸施策や計画の策定・執行管理，環境保全を目的とした広域的活動や他団体との連携など，基本的で必須な事務を行っており，
今後も引き続きこれらの事務を推進して行く必要がある。なお本事業は，平成２４年度から第４次総合計画の体系に合わせて環境保全総務事業へ組替えた。

担当課の評価のとおり，現状のまま継続とする。なお，平成２４年度当初予算において，第４次総合計画の施策体系に合わせた組
替えを行った。


